
6 広報 　　　　      No.1542　平成29年（2017年）12月1日

時＝とき  所＝場所  対＝対象  定＝定員  内＝内容  講＝講師  費＝費用  持＝持ち物  申＝申込  交＝交通  他＝その他  問＝問い合わせ 

●勤務時間／月〜金曜日までの午前8時30分〜午後5時15分を原則（休憩60
分）※祝日、年末年始（12月29日〜�1月3日）を除く

●年次休暇／�1年度につき20日。平成28年度の平均取得日数は13.6日
●その他の休暇／夏季休暇（7日）、子供休暇（5日※子が2人以上は10日）
など

●研修（平成28年度）／市役所内部で実施する研修18コースに1,167人、千
葉県自治研修センター等、外部に派遣する研修112課程に168人が参加

●人事評価制度／配置や処遇、人材育成等を目的として、全ての職員に対し
人事評価を実施

●服務／法令等順守義務、守秘義務、職務専念義務などの義務を負う
●職員の処分（平成28年度）／心身の故障による休職20人、停職2人、減給
2人、戒告2人

市政情報政 情市 報

子どもと
未来の柏
のために NO.081 「放射線対策ニュース」は毎月1日号に掲載します

■ 甲状腺超音波検査費用を一部助成します
問保健所総務企画課☎7167－1255・ 7167－1732

■ 内部被ばく測定費用の 一部を助成
問保健所総務企画課☎7167－1255・ 7167－1732

　放射性ヨウ素の初期被ばくに対する市民の不安を軽減するため、甲状腺超音波検査
費用を一部助成します。なお、この検査は現在の甲状腺の状態を知るためのもので、福
島第一原子力発電所の事故による放射線の健康影響を評価するものではありません。
対次の条件を全て満たすかた▶事故当時と検査日に柏市に住民登録をしている（胎児
の場合は母親）▶平成4年4月2日〜平成24年4月1日生まれ▶甲状腺疾患で通院中で
ない※平成29年3月31日までに検査を受け、BかCの判定で経過観察中か治療中の
かたは対象外

※年齢区分は検査日時点の年齢。
生活保護受給世帯のかたの市
負担額は6,000円

申込期間／3月16日㈮まで※検
　査は3月31日㈯まで
実施医療機関／市立柏病院
■受診方法
①受診券の申請＝次のいずれかの方法で申請を※生活保護受給者は保護受給証明書が
必要▶市のホームページで▶市のホームページから申込書をダウンロードし、必要
事項を書いて、82円切手を貼った長形3号の封筒を同封して、〒277－0004柏下65
－1　柏市保健所総務企画課へ郵送▶保健所総務企画課（ウェルネス柏3階）で直接
申し込み

②検査予約＝受診券を受け取った後、市立柏病院（☎7134－2000）へ電話で
他検査は一年度につき1人1回まで

　放射性物質による内部被ばくの状況を皆さん自身で確認できるよう、市では、
ホールボディカウンターによる内部被ばく測定に要した費用の一部を助成してい
ます※助成は1人1回限り
対柏市に住民票があり、測定日に妊婦か高校生（相当年齢）以下のかた
◎詳しくは問い合わせを

放射性物質の検査結果 10月16日～11月13日検査分

 ■市内の農産物　問  農政課☎7167－1143
ゲ［中央］カブ、キウイフルーツ［南部］サトイモ［手賀沼周辺］ダイコン、サツマイモ 検出下限値未満

 ■給食食材　問  学校保健課☎7191－7376
ゲクリ、ダイコン、ハクサイ、コメ、牛乳 検出下限値未満

 ■小・中学校（提供した給食1週間分）  問学校保健課☎7191－7376
ゲ自校調理14校、給食センター 検出下限値未満

 ■保育園（提供した給食1週間分）  問保育運営課☎7128－5517
ゲ公立・私立合計36園 検出下限値未満

■表記の説明
ゲ＝�ゲルマニウム半導体検出器
検�出下限値＝使用する検査機器で検出できる
最小値のこと

品目・学校名・検査方法などの詳しい内容は、
市のホームページに掲載しています。私立幼
稚園の検査結果も見ることができます

平成28年度退職者 平成29年4月
採用者数定年 普通 早期 その他 計

行政（一） 78 25 10 35 148 187
行政（ニ） 10 5 0 3 18 11
合計 88 30 10 38 166 198

※�行政（一）＝事務・技術職員、保育士などの専門職
　行政（二）＝清掃収集作業、給食調理などに従事する技能労務職員
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独身・実家
30歳主任

配偶者あり借家
40歳主査

配偶者・子2人
持ち家

55歳課長
配偶者・子1人
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給料 184,800 241,800 319,300 428,574
地域手当 11,088 15,168 20,718 30,854
扶養手当 0 11,000 26,000 23,500
管理職手当 0 0 0 62,154
住居手当 0 27,000 3,000 3,000
支給総額 195,888 294,968 369,018 548,082
共済費 －30,901 －39,328 －55,787 －77,808
税 －3,410 －22,640 －30,460 －57,000

手取り金額 161,577 233,000 282,771 413,274

※�主幹＝課長補佐級、副主幹・主査＝係長級。技能労務職、市立高校教諭、保健所医師は除く
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　 階層別の職員構成比（平成29年4月1日現在）と平均年収（単位：万円）　 職員の任免（単位：人）

　 給与明細のモデルケース（単位：円）

　平成28年度は早期退職希望者の募集を7月1日から8月12日
まで行い、認定応募者数は行政職（一）13人、医療職1人でした。

定年前早期退職希望者

　退職時に課長相当職以上であった職員が、退職後2年以内に
民間企業等に再就職した件数（平成29年度）は、6件でした。

退職者の再就職状況

 職員数と1人当たりの年間給与の推移

5年間で
1人当たりの
年間給与は
36万円減少

1人当たりの
年間給与（平均）

職員数
（翌年4月1日現在）
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職員数と給与

勤務条件

職員の
勤務時間と休暇

研修と人事評価

職員の
服務と処分　 特別職の給料・報酬

　 給料・報酬（月額） 期末手当（年額） 年収
市長 95万5,000円 510万円 1,720万円
副市長 78万5,000円 420万円 1,420万円
議長 66万3,000円 330万円 1,130万円
副議長 59万3,000円 300万円 1,010万円
議員 57万3,000円 290万円 980万円

■検査費用
年齢区分 検査費用総額 市負担額 自己負担額
5歳 8,200円 3,000円 5,200円
6歳以上 6,820円 3,000円 3,820円

市職員の人事・給与を公表します　　
問職員数・人事について＝人事課☎7167－1113・ 7166－6026、給与について＝給与厚生室☎7167－1241

　市職員の職員数や給与、勤務条件など、人事行政の運営についてお知らせします。なお、より詳しい内容を市のホームページで公表しています。

人件費の内訳

人件費
（平成28年度）
214億8,200万円

給料
91億
6,400万円

職員手当
23億9,000万円

期末勤勉手当
（ボーナス）
36億500万円

特別職や議員、
非常勤特別職の
給与・報酬
10億1,900万円

退職手当
23億5,500万円

共済費
29億4,900万円●職員の給与…給料＋手当

●人件費…職員給
与＋特別職や議
員、非常勤特別職
の給与・報酬＋退
職手当＋共済費

※共済費は民間の社
会保険料の事業者
負担分に相当する
もの


